




防衛生産技術基盤強化の取り組み

国家防衛戦略の策定（2022年12月）
• 現在のGDPの2%の予算の確保

• 防衛力の抜本的な強化の七つの柱

• 防衛力そのものとしての防衛生産技術基盤の強化

防衛生産基盤強化法の成立（2023年6月）

防衛技術指針2023の策定（2023年6月）

防衛装備移転三原則の見直し（2023年12月、2024年3月）

防衛産業間の国際協力の機会拡大
• DSEI

• ユーロサトリ

• 国際エアショーなど



防衛生産技術基盤強化法

防衛産業が様々なリスクを抱えていることを受け、防衛
生産技術基盤を抜本的に強化するための政策の一環として
実施

サプライチェーンの強化や製造工程の効率化などの基盤
強化措置（サブプライム以下の下請け企業の支援）

装備移転が適切な管理の下で円滑に行われるための措置

防衛産業の秘密保全の強化

国による防衛装備品の製造施設の取得管理の委託、など



防衛技術指針2023

将来の戦い方に直結する研究開発分野においては

•研究リソースの集中的な投入

•研究開発と実装をダイナミックに循環させるアジャ
イル型の研究開発

•砲弾等の従来技術のブラッシュアップ

より企業の予見可能性を高め、各企業の研究開発投
資、人材投資が進めやすい環境を作る取り組み

新たな防衛技術研究機関（DIU＋DARPA)



装備移転

防衛装備品の海外への移転は、我が国にとって望ましい安全保
障環境の創出等のための重要な政策的な手段（OSAの新設)

安全保障上意義が高い移転や国際共同開発を幅広い分野で円滑
に行うため、防衛装備移転三原則やその運用指針等の制度を見
直し（昨年12月と今年3月の2回）
国際共同開発生産については、パートナー国以外の第三国に対して、我
が国から部品や技術の直接移転等が可能
共同開発生産における我が国からの第三国への完成品の移転について
は、次期戦闘機GCAPに限り、防衛装備品技術移転協定の締結国を対象
に、現に戦闘が行われている国へ移転しないことを条件に、移転可能
ライセンス生産品については、これまで移転可能であった米国からのラ
イセンス生産品に係る部品や役務に加え、安全保障協力関係のある国か
らのライセンス生産品の完成品も、ライセンス元への移転が可能
修理等の役務提供先も、米軍に加え、安全保障協力関係のある国に拡大



日米防衛装備技術協力

• 4月の日米首脳会談の合意項目に「日米防衛産業協力・
取得・維持整備定期協議」（DICAS）の新設

①米軍艦艇の日本での整備

②米軍機の日本での整備

③防空ミサイルの共同生産

④サプライチェーンの強靱（きょうじん）化

• 6月には艦艇整備の作業部会が都内で初開催

“米本土に所属の艦船 日本で補修可能に” 日米作業部会初会合 | 
NHK | 安全保障

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20240611/k10014477161000.html

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20240611/k10014477161000.html


新規参入促進の取り組み



防衛装備庁は24〜26日に豪西部の
パースで開く国際装備展示会
「Indian Ocean Defence & 
Security 2024（IODS2024）」へ
出展

日本の11の企業・団体が加わり、
豪州やアジア諸国などの軍や国防
当局、防衛大手との取引につなげ
ることをめざす

ライバルは韓国。22年にはポーラ
ンドへ戦車や自走砲、戦闘機など
総額1兆円超を輸出する契約を締
結。造船分野も能力をつけ、イン
ドネシアなど海外に輸出した実績
あり

海自の最新鋭護衛艦「もがみ型」を展示

豪政府は2月、同国海軍の新型艦艇11隻
の導入計画を公表。その際に日本、スペ
イン、韓国、ドイツ各国の艦艇を候補。
日本についてはもがみ型を名指し。



https://www.nikkei.com/article/DG
XZQOGR04DB90U3A800C2000000/

欧州のある防衛コンサルタントは「もし今、日
本勢が防衛部門を独立させれば、たちまち欧米
勢が買収を仕掛ける」と語る。「買収の標的候
補」として挙げたのが、三菱重工業の戦闘機部
門とIHIの戦闘機用エンジン部門だった。共通す
るのは、両部門とも日英伊3カ国が取り組む次
期戦闘機の国際共同開発計画「グローバル戦闘
航空プログラム」（GCAP）に参加すること

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM108WK0Q4A710
C2000000/

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGR04DB90U3A800C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM108WK0Q4A710C2000000/




経済産業省との意見交換（6.6.4）

各国で防衛産業基盤の強化に向けた国家戦略の策定が進展

防衛産業は「防衛力そのもの」と「産業本来」の二つの役割

持続可能なものにするには、産業競争力が必要不可欠

装備移転や民防共用を推進し、競争力強化に向けた政策的支援
を進め、防衛産業の基盤強化に向けた好循環を作り出すこと

戦略的に重点支援を進める分野の特定が必要

① 我が国防衛産業の競争力強化に必要な取り組み？

② 我が国防衛産業が競争力を強化していくべき分野？

③ 政策的な課題？



防衛省・自衛隊OBに期待される役割

 防衛省・自衛隊と防衛産業（新規参入を含む）の橋渡し

 国内防衛産業の競争力強化の支援（運用者、技術者の経験）

 現役自衛官のメンターや補助・予備戦力としての寄与

 OBへの適格性／セキュリティクリアランスの付与
 OBの役割に関する考え方について、再就職先企業との合意
 やる気と能力のあるOBのプール化、活用先への斡旋



BAEシステムズが2024年7月に開催されたファンボロー国際航空ショーで公開したGCAP
（グローバル戦闘航空プログラム）の次世代戦闘機に関する新たなコンセプトモデル
（画像：BAEシステムズ）。


